
ＡＷ・ウォーター株式会社　

(単位：千円)

流　動　資　産 586,730 流　動　負　債 149,742

現 金 及 び 預 金 406 買 掛 金 28,368

売 掛 金 86,805 未 払 費 用 44,371

商 品 及 び 製 品 89,576 未 払 金 15,555

原 材 料 5,416 設 備 未 払 金 1,146

貯 蔵 品 221 未 払 法 人 税 等 3,409

前 渡 金 71,376 一年内返済長期借入金 41,000

前 払 費 用 4,510 賞 与 引 当 金 13,963

未 収 入 金 40,333 役員賞与引当金 1,050

未 収 消 費 税 6,766 預 り 金 878

立 替 金 2,614

Ｃ Ｍ Ｓ 預 け 金 278,702

固　定　資　産 532,347 固　定　負　債 184,697

有 形 固 定 資 産 462,386 長 期 借 入 金 182,500

建 物 267,513 退職給付引当金 322

構 築 物 14,331 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,875

機 械 及 び 装 置 160,969 334,439

工 具 器 具 備 品 19,322

建 設 仮 勘 定 248 　株　主　資　本 784,638

  資　　 本 　　金 90,000

無 形 固 定 資 産 34,141   資 本 剰 余 金 642,442

ソ フ ト ウ エ ア 34,141 その他資本剰余金 642,442

  利 益 剰 余 金 52,195

その他利益剰余金 52,195

投資その他の資産 35,819 繰越利益剰余金 52,195

敷金及び保証金 335

出 資 金 10

繰 延 税 金 資 産 35,474

784,638

1,119,077 1,119,077

（注）金額単位は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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ＡＷ・ウォーター株式会社 

個 別 注 記 表 

 
〔重要な会計方針〕 

1. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品、商品、原材料    … 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下 

による簿価切下げの方法により算定） 

貯蔵品         … 最終仕入原価法による原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産      … 定額法 

無形固定資産      … 定額法 

（リース資産を除く）    ただし、ソフトウェア（自社使用分）については、社内 

における利用可能期間（5 年）に基づく定額法によって 

おります。 

リース資産       … 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産 

              リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

 

 3.  引当金の計上基準 

貸倒引当金       … 売上債権その他これに準ずる債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権及び破産更正債権等の特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

賞与引当金       … 従業員の賞与支払に備えるため、支給見込額を計上して

おります。 

退職給付引当金     … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

役員退職慰労引当金   … 役員に対する退職慰労金支給に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

4.  収益及び費用の計上基準 

商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との 

販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務 

は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を 



 

 

獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

 

5. リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。 

 

6. ヘッジ会計に関する注記 

 (1) ヘッジ会計の方法、手段及び対象 

借入金を対象にして金利スワップを行っております。特例処理の要件を満たしている金

利スワップにつきましては、特例処理を行うこととしております。 

 

   (2) ヘッジ方針 

    金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、実需に伴う取引に限定して実施すること

としており、売買益を目的とした投機的な取引は行わない方針としております。 

 

7. グループ通算制度の適用  

    グループ通算制度を適用しております。 

 

〔当期純損益金額〕 

 

        当期純利益      47,793 千円 

 

（注）金額単位は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 以上 


